
代休‧振替休⽇‧有給
早わかり⽐較表

※当資料に従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年6⽉時点の内容となっております。最新の情報は国の資料等をご確認ください。
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代休‧振替休⽇‧有給 早わかり⽐較表

種類 事前手続 休日労働日賃金 取得日賃金 法的義務

代休 事後／不要 割増賃金(法定35%↑,法定外(時間超)25%↑) 就業規則で無給可(割増別途) 無

振替休日 事前／要(就業規則,通知) 通常賃金(振替で週40h超は時間外割増) 通常労働日 有(休日確保)

有給休暇 労働者請求(時季指定権) ― 有給 有

代休‧振替休⽇‧有給の違い ⽐較表

‧休⽇労働後に、その代償として事後に他の労働⽇を休⽇とするものです。

‧法定休⽇の労働には35%以上、法定外休⽇の労働が法定労働時間（1⽇8時間‧週40時間）を超える場合には25%以上の割増賃⾦が発⽣します。

代休

‧代休の賃⾦は就業規則で無給と規定可能ですが、その場合でも休⽇労働に対する割増賃⾦部分は⽀払う必要があります。
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代休‧振替休⽇‧有給 早わかり⽐較表

‧あらかじめ休⽇と労働⽇を特定し振り替えます。就業規則への規定と、労働者への事前通知が必須です。

‧適切に振り替えられた場合、元の休⽇は労働⽇扱いとなり休⽇労働の割増賃⾦は原則不要です。ただし、振替によりその週の労働時間が40時間を
超えた場合は、超過分に25%以上の時間外割増賃⾦が発⽣します。

振替休⽇

有給休暇

‧労働基準法第39条に基づく労働者の権利で、取得⽇も所定の賃⾦が⽀払われます。

‧年10⽇以上付与される労働者に対し、使⽤者は年5⽇間の有給休暇を取得させることが義務付けられています（労働者の⾃主的な取得⽇数を含む）。
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代休‧振替休⽇‧有給 早わかり⽐較表

法定労働時間を超える労働や法定休⽇労働をさせる場合、事前に36協定を締結し、労働基準監督署へ届け出る必要があります。

1. 36協定

運⽤上の注意点

代休制度や振替休⽇制度の具体的なルールは、就業規則に明確に定めることがトラブル防⽌上重要です。代休を無給とするには就業規則への規定が
必須です。

2. 就業規則への明記

労働基準法上の管理監督者は、労働時間‧休憩‧休⽇の規定適⽤が除外されます。ただし、実態が伴わない「名ばかり管理職」はこれに該当せず、
⼀般労働者と同様の保護を受けます。

3. 管理監督者の扱い

使⽤者は労働者に対し、原則として毎週1⽇以上、または4週間を通じ4⽇以上の法定休⽇を確保しなければなりません。

4. 法定休⽇の確保


